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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の2に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

2020年度第3四半期
連結累計期間

2021年度第3四半期
連結累計期間

2020年度

(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

(自 2021年 4月 1日
至 2021年12月31日)

(自 2020年4月 1日
至 2021年3月31日)

経常収益 百万円 108,319 113,437 143,316

うち信託報酬 百万円 40 38 53

経常利益 百万円 25,253 33,212 20,082

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 18,470 23,417 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 13,501

四半期包括利益 百万円 49,541 17,501 ―

包括利益 百万円 ― ― 65,515

純資産額 百万円 532,119 557,143 548,093

総資産額 百万円 9,824,070 11,074,330 10,615,756

1株当たり四半期純利益 円 43.98 55.83 ―

1株当たり当期純利益 円 ― ― 32.14

潜在株式調整後1株当たり
四半期純利益

円 ― ― ―

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 5.42 5.03 5.16

信託財産額 百万円 8,138 11,403 8,953

2020年度第3四半期
連結会計期間

2021年度第3四半期
連結会計期間

(自 2020年10月 1日
至 2020年12月31日)

(自 2021年10月 1日
至 2021年12月31日)

1株当たり四半期純利益 円 14.66 19.27

(注) １ 自己資本比率は、（四半期）期末純資産の部合計を（四半期）期末資産の部合計で除して算出しておりま

す。

２ 潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載してお

ります。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は提出会社1社です。

２ 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありませ

ん。なお、主要な関係会社の異動は、以下の通りであります。

〔銀行業〕

群馬財務(香港)有限公司は、清算に伴い第2四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

(金融経済環境)

当第3四半期連結累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い7月以降に緊急事態宣言が発令

され、外出自粛により下押しされたものの、10月以降は同宣言解除により人流が回復し、持ち直しの動きが見られ

ました。個人消費は一部のサービス消費に弱さが残るものの、10月の緊急事態宣言解除により全体としては持ち直

しました。輸出は海外経済の回復を受け増加しましたが、その増勢は鈍化しました。設備投資は、持ち直しのテン

ポが緩やかなものとなりました。生産は、持ち直してきたものの供給制約の影響も残り、その勢いは弱まりまし

た。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響が残るなかで弱い動きが続きました。

県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響で厳しい状況が続くなか、基調としては持ち直したものの、その

テンポは弱まりました。個人消費は持ち直しの動きは弱まりましたが、終盤には飲食、観光など一部のサービス消

費で下押し圧力が和らぎました。設備投資と住宅投資は持ち直しの動きがみられましたが、公共投資は弱い動きと

なりました。生産は増加基調ではあるものの、主力の自動車が半導体不足の影響などで弱含んだ影響から、全体で

の増加ペースは弱いものとなりました。

金融面では、厳しい経済状況や日本銀行の強力な金融緩和政策を受けて、長期金利の指標である新発10年国債利

回りは概ねゼロ%に近い水準で推移しました。

(財政状態)

当第3四半期連結会計期間末の財政状態は、次のとおりとなりました。

総資産は期中4,585億円増加し11兆743億円となり、負債は期中4,495億円増加し10兆5,171億円となりました。ま

た、純資産は期中90億円増加し5,571億円となりました。

主要勘定につきましては、貸出金は期中202億円減少し5兆6,686億円となりました。有価証券は期中835億円増加

し2兆4,860億円となりました。預金は期中695億円増加し7兆8,112億円となりました。

(経営成績)

当第3四半期連結累計期間の経営成績は、次のとおりとなりました。

経常収益は、資金運用収益(有価証券利息配当金等)が増加したことなどから前年同期比51億18百万円増加し1,134

億37百万円となりました。経常費用は、その他経常費用(貸倒引当金繰入額等)が減少したことなどから前年同期比

28億40百万円減少し802億25百万円となりました。

これらの結果、経常利益は、前年同期比79億58百万円増加し332億12百万円となりました。また、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、前年同期比49億46百万円増加し234億17百万円となりました。

セグメントごとの業績は、次のとおりとなりました。

「銀行業」の経常収益は前年同期比61億40百万円増加し881億22百万円、セグメント利益は前年同期比75億4百万

円増加し297億65百万円となりました。

「リース業」の経常収益は前年同期比14億79百万円減少し221億23百万円、セグメント利益は前年同期比65百万円

減少し5億60百万円となりました。

なお、報告セグメントに含まれない「その他」の経常収益は前年同期比5億64百万円増加し52億91百万円、セグメ

ント利益は前年同期比5億21百万円増加し29億37百万円となりました。
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（参考）

①国内・海外別収支

当第3四半期連結累計期間の資金運用収支は、前年同期比41億41百万円増加し559億53百万円となりました。また、

役務取引等収支は、前年同期比6億50百万円増加し101億36百万円となりました。

なお、各収支合計は、国内が前年同期比43億33百万円増加し719億36百万円、海外が前年同期比69百万円増加し4

億96百万円、国内及び海外の合計(相殺消去後)が前年同期比44億3百万円増加し724億32百万円となりました。

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第3四半期連結累計期間 51,369 442 ― 51,812

当第3四半期連結累計期間 55,441 512 ― 55,953

うち資金運用収益
前第3四半期連結累計期間 53,078 936 231 53,783

当第3四半期連結累計期間 56,629 702 72 57,259

うち資金調達費用
前第3四半期連結累計期間 1,708 493 231 1,970

当第3四半期連結累計期間 1,187 190 72 1,305

信託報酬
前第3四半期連結累計期間 40 ― ― 40

当第3四半期連結累計期間 38 ― ― 38

役務取引等収支
前第3四半期連結累計期間 9,501 △15 ― 9,486

当第3四半期連結累計期間 10,156 △20 ― 10,136

うち役務取引等収益
前第3四半期連結累計期間 15,642 0 ― 15,643

当第3四半期連結累計期間 16,367 1 ― 16,369

うち役務取引等費用
前第3四半期連結累計期間 6,141 16 ― 6,157

当第3四半期連結累計期間 6,211 21 ― 6,233

その他業務収支
前第3四半期連結累計期間 6,690 △0 ― 6,689

当第3四半期連結累計期間 6,299 4 ― 6,304

うちその他業務収益
前第3四半期連結累計期間 28,965 0 ― 28,965

当第3四半期連結累計期間 30,149 4 ― 30,153

うちその他業務費用
前第3四半期連結累計期間 22,274 0 ― 22,275

当第3四半期連結累計期間 23,849 ― ― 23,849

(注)１ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)で
あります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社(以下「海外連結子会社」という。)でありま
す。

２ 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第3四半期連結累計期間0百万円、当第3四半期連結累計期間0百万
円)を控除して表示しております。

３ 相殺消去額は、「国内」と「海外」間の取引に関する相殺額を記載しております。

②国内・海外別預金残高の状況

○預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第3四半期連結会計期間 7,505,896 13,780 ― 7,519,676

当第3四半期連結会計期間 7,782,178 29,052 ― 7,811,231

うち流動性預金
前第3四半期連結会計期間 5,496,842 71 ― 5,496,914

当第3四半期連結会計期間 5,818,780 63 ― 5,818,844

うち定期性預金
前第3四半期連結会計期間 1,948,598 13,708 ― 1,962,307

当第3四半期連結会計期間 1,894,178 28,988 ― 1,923,167

うちその他
前第3四半期連結会計期間 60,454 0 ― 60,455

当第3四半期連結会計期間 69,218 ― ― 69,218

譲渡性預金
前第3四半期連結会計期間 192,990 31,050 ― 224,040

当第3四半期連結会計期間 168,269 34,506 ― 202,775

総合計
前第3四半期連結会計期間 7,698,887 44,830 ― 7,743,717

当第3四半期連結会計期間 7,950,448 63,558 ― 8,014,006

(注)１「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金
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③国内・海外別貸出金残高の状況

○業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第3四半期連結会計期間 当第3四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 5,662,084 100.00 5,606,952 100.00
製造業 711,305 12.56 697,364 12.44
農業、林業 8,848 0.16 8,511 0.15
漁業 1,603 0.03 3,202 0.06
鉱業、採石業、砂利採取業 4,329 0.08 4,031 0.07
建設業 199,901 3.53 203,514 3.63
電気・ガス・熱供給・水道業 71,282 1.26 73,308 1.31
情報通信業 26,081 0.46 25,541 0.45
運輸業、郵便業 154,909 2.73 160,615 2.86
卸売業、小売業 462,020 8.16 453,610 8.09
金融業、保険業 165,551 2.92 166,168 2.96
不動産業、物品賃貸業 663,939 11.73 679,334 12.12
医療・福祉 343,619 6.07 337,426 6.02
その他サービス業 273,416 4.83 271,802 4.85
地方公共団体 167,665 2.96 99,079 1.77
その他 2,407,604 42.52 2,423,434 43.22

海外及び特別国際金融取引勘定分 50,541 100.00 61,685 100.00
政府等 ― ― ― ―
金融機関 ― ― ― ―
その他 50,541 100.00 61,685 100.00

合計 5,712,626 ――― 5,668,638 ―――
(注) 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

④「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、提出会社1社です。

信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表／連結)

資産

科目
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

銀行勘定貸 8,953 100.00 11,403 100.00

合計 8,953 100.00 11,403 100.00
　

負債

科目
前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 8,953 100.00 11,403 100.00

合計 8,953 100.00 11,403 100.00
(注) 共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。

　
元本補填契約のある信託の運用／受入状況（末残）

科目

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

銀行勘定貸 8,953 ― 8,953 11,403 ― 11,403

資産計 8,953 ― 8,953 11,403 ― 11,403

元本 8,953 ― 8,953 11,403 ― 11,403

負債計 8,953 ― 8,953 11,403 ― 11,403

　

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定、経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するため

の客観的な指標等、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題、研究開発活動

重要な変更及び新たに定めた事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,351,500,000

計 1,351,500,000

②【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年2月4日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 435,888,177 425,888,177
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 435,888,177 425,888,177 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年12月31日 ― 435,888 ― 48,652 ― 29,114

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができないことから、直前の基準日（2021年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2021年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 15,288,700
―

権利内容に何ら限定のない当行

における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 420,202,000 4,202,020 同上

単元未満株式 普通株式 397,477 ― 同上

発行済株式総数 435,888,177 ― ―

総株主の議決権 ― 4,202,020 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式55株が含まれております。
　

②【自己株式等】

2021年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社群馬銀行

群馬県前橋市元総社町194番地 15,288,700 ― 15,288,700 3.50

計 ― 15,288,700 ― 15,288,700 3.50

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　



― 8 ―

第４ 【経理の状況】

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２ 当行は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間（自2021年10月1日 至2021年12

月31日）及び第3四半期連結累計期間（自2021年4月1日 至2021年12月31日）に係る四半期連結財務諸表について、EY

新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

現金預け金 2,326,681 2,715,911

買入金銭債権 5,621 6,193

商品有価証券 823 1,089

金銭の信託 11,268 6,668

有価証券 ※2 2,402,460 ※2 2,486,021

貸出金 ※1 5,688,847 ※1 5,668,638

外国為替 14,947 12,828

リース債権及びリース投資資産 59,528 59,280

その他資産 71,348 74,198

有形固定資産 69,463 66,530

無形固定資産 9,956 9,479

退職給付に係る資産 6,631 7,705

繰延税金資産 1,571 1,408

支払承諾見返 9,632 9,179

貸倒引当金 △63,028 △50,804

資産の部合計 10,615,756 11,074,330

負債の部

預金 7,741,661 7,811,231

譲渡性預金 167,674 202,775

コールマネー及び売渡手形 37,087 112,604

売現先勘定 4,992 2,628

債券貸借取引受入担保金 669,024 789,038

借用金 1,291,081 1,455,873

外国為替 162 384

社債 50,000 50,000

信託勘定借 8,953 11,403

その他負債 66,683 49,991

役員賞与引当金 56 40

退職給付に係る負債 368 362

役員退職慰労引当金 244 214

睡眠預金払戻損失引当金 533 404

ポイント引当金 144 152

偶発損失引当金 900 906

特別法上の引当金 0 0

繰延税金負債 10,636 12,613

再評価に係る繰延税金負債 7,823 7,380

支払承諾 9,632 9,179

負債の部合計 10,067,663 10,517,187
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

資本金 48,652 48,652

資本剰余金 29,581 29,581

利益剰余金 391,382 409,113

自己株式 △8,838 △11,310

株主資本合計 460,778 476,037

その他有価証券評価差額金 71,541 65,300

繰延ヘッジ損益 △231 △96

土地再評価差額金 13,715 13,421

為替換算調整勘定 △98 -

退職給付に係る調整累計額 2,387 2,480

その他の包括利益累計額合計 87,314 81,105

純資産の部合計 548,093 557,143

負債及び純資産の部合計 10,615,756 11,074,330
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第3四半期連結累計期間

(自 2020年 4月 1日
　至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
　至 2021年12月31日)

経常収益 108,319 113,437

資金運用収益 53,783 57,259

（うち貸出金利息） 40,572 40,051

（うち有価証券利息配当金） 12,465 15,877

信託報酬 40 38

役務取引等収益 15,643 16,369

その他業務収益 28,965 30,153

その他経常収益 ※1 9,886 ※1 9,616

経常費用 83,065 80,225

資金調達費用 1,970 1,305

（うち預金利息） 356 262

役務取引等費用 6,157 6,233

その他業務費用 22,275 23,849

営業経費 43,531 42,058

その他経常費用 ※2 9,130 ※2 6,778

経常利益 25,253 33,212

特別利益 278 2,493

固定資産処分益 4 2,493

新株予約権戻入益 274 -

特別損失 152 1,555

固定資産処分損 64 186

減損損失 87 1,369

金融商品取引責任準備金繰入額 0 0

税金等調整前四半期純利益 25,379 34,149

法人税、住民税及び事業税 8,218 6,345

法人税等調整額 △1,309 4,386

法人税等合計 6,909 10,732

四半期純利益 18,470 23,417

親会社株主に帰属する四半期純利益 18,470 23,417
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第3四半期連結累計期間

(自 2020年 4月 1日
　至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 18,470 23,417

その他の包括利益 31,071 △5,915

その他有価証券評価差額金 29,787 △6,319

繰延ヘッジ損益 108 134

為替換算調整勘定 △127 98

退職給付に係る調整額 994 92

持分法適用会社に対する持分相当額 308 78

四半期包括利益 49,541 17,501

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 49,541 17,501
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【注記事項】

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第3四半期連結累計期間（自 2021年4月1日 至 2021年12月31日）

連結の範囲の重要な変更

　群馬財務(香港)有限公司は、清算に伴い第2四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

ります。

なお、当第3四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(時価の算定に関する会計基準)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）等

を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第8項に従いデリバティブ取引の時価算定における

時価調整手法について、市場で取引されるデリバティブ等から推計される観察可能なインプットを最大限利用する

手法へと見直ししております。当該見直しは時価算定会計基準等の適用に伴うものであり、当行は、時価算定会計

基準第20項また書きに定める経過措置に従い、第1四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用

した場合の累積的影響額を第1四半期連結会計期間の期首の利益剰余金およびその他の包括利益累計額に反映して

おります。

この結果、当第3四半期連結累計期間の期首の「その他資産」が120百万円減少、「繰延税金負債」が16百万円減

少、「その他負債」が66百万円減少、「利益剰余金」が38百万円減少、「繰延ヘッジ損益」が0百万円増加してお

ります。

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症の影響による貸倒は、国や地方公共団体による経済対策および金融機関による資金繰り

支援等により、大幅に増加する事態には至らないとの仮定のもと貸倒引当金の見積りを行っております。

ただし、感染症の収束時期は依然不透明であり、感染状況や経済活動への影響の変化によっては今後の貸倒引当金

に重要な変更を及ぼす可能性があります。

なお、前連結会計年度の有価証券報告書の「重要な会計上の見積り」に記載した新型コロナウイルス感染症の影響

に関する見積りの仮定に対して重要な変更は行っておりません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

破綻先債権額 8,624百万円 8,985百万円

延滞債権額 65,707百万円 62,605百万円

3ヵ月以上延滞債権額 1,324百万円 1,356百万円

貸出条件緩和債権額 66,013百万円 55,108百万円

合計額 141,669百万円 128,056百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　

※２ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第2条第3項)による社債に対する保証債務の額

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

47,232百万円 42,332百万円
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３ 元本補填契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2021年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

金銭信託 8,953百万円 11,403百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

前第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
至 2021年12月31日)

株式等売却益 9,337百万円 8,435百万円

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
至 2021年12月31日)

貸倒引当金繰入額 6,928百万円 3,332百万円

株式等売却損 1,467百万円 2,128百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半期

連結累計期間に係る減価償却費は次のとおりであります。

前第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
至 2021年12月31日)

減価償却費 4,822百万円 5,055百万円

(株主資本等関係)

前第3四半期連結累計期間(自2020年4月1日 至2020年12月31日)

１ 配当金支払額

(決 議) 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年6月24日
定時株主総会

普通株式 2,936 7.0 2020年3月31日 2020年6月25日 利益剰余金

2020年11月5日
取締役会

普通株式 2,522 6.0 2020年9月30日 2020年12月4日 利益剰余金

２ 基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第3四半期連結累計期間(自2021年4月1日 至2021年12月31日)

１ 配当金支払額

(決 議) 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月24日
定時株主総会

普通株式 2,942 7.0 2021年3月31日 2021年6月25日 利益剰余金

2021年11月8日
取締役会

普通株式 2,944 7.0 2021年9月30日 2021年11月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

　

【セグメント情報】

前第3四半期連結累計期間(自2020年4月1日 至2020年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益
計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益 81,239 23,324 104,564 3,755 108,319 ― 108,319

セグメント間の内部経常収益 741 278 1,019 971 1,991 △1,991 ―

計 81,981 23,602 105,584 4,727 110,311 △1,991 108,319

セグメント利益 22,260 625 22,886 2,415 25,301 △48 25,253

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、物品等の輸送業務及び現

金自動設備の保守等業務並びに証券業務、保証業務、経営コンサルティング業務を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△48百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産の減損損失額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当第3四半期連結累計期間(自2021年4月1日 至2021年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益
計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益 87,255 21,841 109,096 4,341 113,437 ― 113,437

セグメント間の内部経常収益 866 281 1,148 950 2,098 △2,098 ―

計 88,122 22,123 110,245 5,291 115,536 △2,098 113,437

セグメント利益 29,765 560 30,325 2,937 33,262 △50 33,212

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、物品等の輸送業務及び現

金自動設備の保守等業務並びに証券業務、保証業務、経営コンサルティング業務、ファンドの組成・運

営業務を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△50百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

固定資産の減損損失額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

※1 本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。
※2 四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。
※3 市場価格のない株式および組合出資金は含めておりません。

１ 満期保有目的の債券

前連結会計年度（2021年3月31日）

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 2,441 2,468 27

その他 ― ― ―

合計 2,441 2,468 27
　

当第3四半期連結会計期間（2021年12月31日）

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ― ― ―

地方債 ― ― ―

社債 2,030 2,051 20

その他 ― ― ―

合計 2,030 2,051 20

２ その他有価証券

前連結会計年度（2021年3月31日）

取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 108,547 193,044 84,497

債券 1,630,363 1,633,845 3,482

国債 680,732 679,159 △1,572

地方債 745,638 750,236 4,598

社債 203,991 204,449 457

その他 555,584 569,062 13,478

外国債券 323,414 323,402 △11

その他 232,170 245,659 13,489

合計 2,294,494 2,395,952 101,457
　

当第3四半期連結会計期間（2021年12月31日）

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 120,991 194,593 73,601

債券 1,744,460 1,749,300 4,839

国債 806,687 806,300 △387

地方債 740,792 745,052 4,260

社債 196,980 197,947 967

その他 521,985 535,908 13,922

外国債券 313,182 314,484 1,301

その他 208,802 221,424 12,621

合計 2,387,437 2,479,802 92,364
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(デリバティブ取引関係)

本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。

　

(1) 金利関連取引

前連結会計年度（2021年3月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 69,258 267 267

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合 計 ――― 267 267
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別
委員会実務指針第24号 2020年10月8日)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から
除いております。

　
当第3四半期連結会計期間（2021年12月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 65,396 276 276

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合 計 ――― 276 276
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別
委員会実務指針第24号 2020年10月8日)等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から
除いております。

(2) 通貨関連取引

前連結会計年度（2021年3月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 226,172 239 649

為替予約 7,470 △32 △32

通貨オプション 265,330 ― 1,469

その他 ― ― ―

合 計 ――― 207 2,086
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種
別委員会実務指針第25号 2020年10月8日)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金
銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当
該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

当第3四半期連結会計期間（2021年12月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 215,696 223 617

為替予約 8,210 △26 △26

通貨オプション 410,946 △99 2,237

その他 ― ― ―

合 計 ――― 97 2,828
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種
別委員会実務指針第25号 2020年10月8日)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金
銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、
又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
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(3) 株式関連取引

該当事項はありません。

(4) 債券関連取引

該当事項はありません。

(5) 商品関連取引

該当事項はありません。

(6) クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。

(7) その他

　前連結会計年度（2021年3月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

店頭 天候デリバティブ等 11,660 ― ―

合 計 ――― ― ―
(注) 上記取引については公正な評価額を算定することが極めて困難と認められるため、取得価額をもって時価として

おります。

当第3四半期連結会計期間（2021年12月31日）

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

店頭 天候デリバティブ等 19,710 ― ―

合 計 ――― ― ―

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

前第3四半期連結累計期間
(自 2020年 4月 1日
至 2020年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2021年 4月 1日
至 2021年12月31日)

1株当たり四半期純利益 円 43.98 55.83

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 18,470 23,417

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 18,470 23,417

普通株式の期中平均株式数 千株 420,005 419,468

(注) なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

中間配当

2021年11月8日開催の取締役会において、第137期の中間配当につき次のとおり決議いたしました。

中間配当金額 2,944百万円

1株当たりの中間配当金 7円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年2月4日

株式会社 群 馬 銀 行

取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 重 俊 寛

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 口 輝 朗

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 日 下 部 惠 美

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社群馬銀行

の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(2021年10月1日から2021年12月31日ま

で)及び第3四半期連結累計期間(2021年4月1日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社群馬銀行及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

※１ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当行(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年2月4日

【会社名】 株式会社 群馬銀行

【英訳名】 The Gunma Bank, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取 深 井 彰 彦

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市元総社町194番地

【縦覧に供する場所】 株式会社群馬銀行 東京支店

(東京都中央区日本橋二丁目3番21号)

株式会社群馬銀行 大宮支店

(埼玉県さいたま市大宮区下町二丁目1番地1)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町2番1号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行代表取締役頭取 深井彰彦は、当行の第137期第3四半期（自2021年10月1日 至2021年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


	四半期報告書
	目次
	【表紙】
	第一部【企業情報】
	第１ 【企業の概況】
	１ 【主要な経営指標等の推移】
	２ 【事業の内容】

	第２ 【事業の状況】
	１ 【事業等のリスク】
	２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３ 【経営上の重要な契約等】

	第３ 【提出会社の状況】
	１ 【株式等の状況】
	２ 【役員の状況】

	第４ 【経理の状況】
	１ 【四半期連結財務諸表】
	２ 【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	独立監査人の四半期レビュー報告書

	確認書



